
( 資料 3) 

三位一体の改革について 

平成 16 年 11 同 26  日 

政 府   与 党 

国 と地方に関する「姉位一体の 改革」を推進することにより、 地方 

の 権 限と責任を大幅に 拡大し、 歳入・歳出両面での 地方の自由度を 高 

めることで、 真に住民に必要な 行政サービスを 地方が自らの 責任で自 
主的、 効率的に選択できる 幅を拡大するとともに、 国 ・地方を通じた 

簡素で効率的な 行財政システムの 構築を図る。 

政府・与党は、 「基本方針 2 0 04 」に基づき、 地方案を真摯に 受け 

止め、 平成 1 8 年度までの姉位一体の 改革の全体像 は ついて、 不言 E の 

とおり合意する。 

国庫補助負担金改革については、 平成 1 7 年度及び平成Ⅰ 8 年度予 
算において、 3 兆円程度の廃止・ 縮減等の改革を 行 う 。 

税源移譲は、 別紙 1 のとおり、 平成 1 6 年度に所得譲与税及び 税源 

移譲予定特例交付金として 措置した額を 含め、 概ね 3 兆円規模を目指 

す 。 この税源移譲は、 所得税から個人住民税への 移譲によって 行うも 

のとし、 個人住民税所得割の 税率をフラット 化することを 基本として 

実施する。 あ わせて、 国 ・地方を通じた 個人所得課税の 抜本的見直しを 

行 う 。 また、 地域間の財政力格差の 拡大について 確実な対応を 図る。 
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地方交付税については、 平成 ] 7 年度及び平成 1 8 年度は、 地域に 

おいて必要な 行政課題に対しては 適切に財源措置を 行 う など、 「基本方 

針 2 0 0 4 」を遵守することとし、 地方団体の安定的な 財政運営に必 

要な地方交付税、 地方税などの 一般財源の総額を 確保する。 あ わせて、 

2 0 1 0 年代初頭における 基礎的財政収支の 黒字化を目指して、 国 ・ 

地方の双方が 納得できるかたちで 歳出削減に引き 続き努め、 平成 1 7 

年度以降も地方財政計画の 合理化、 透明化を進める。 税源移譲に伴 う 

財政力格差が 拡大しないようにしっ つ 、 円滑な財政運営、 制度の移行 

を 確保するため、 税源移譲に伴う 増収分を、 当面基準財政収入額に 1 

0 0% 算入 ( 現行 7 5%) する。 決算を早期に 国民に分かりやすく 開 

示する。 平成 1 7 年度以降、 地方財政計画の 計画と決算の 乖離を是正 

し、 適正計上を行う。 その上で、 中期地方財政ビジョンを 策定する。 

不交付団体 ( 人口 ) の割合の拡大に 向けた改革を 検討する。 引き続き 

交付税の算定方法の 簡素化、 透明化に取り 組む。 また、 算定プロセス 

に 地方関係団体の 参画を図る。 

" 己 

1 . 国庫補助負担金の 改革について 

(1 ) 総額 

平成 1 7 年度予算、 平成 1 8 年度予算において、 地方向け国庫補助 

負担金 は ついて 3 兆円程度の廃止・ 縮減等の改革を 別紙 2 のとおり 行 

  

(2) 各分野 

文教 

①義務教育制度については、 その根幹を維持し、 国の責任を引 

き続き堅持する。 その方針の下、 費用負担についての 地方案 

を 活かす方策を 検討し、 また教育水準の 維持向上を含む 義務 
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教育の在り方について 幅広く検討する。 

こうした問題については、 平成 1 7 年秋までに中央教育審議 

会 において結論を 得る。 

②中央教育審議会の 結論が出るまでの 平成Ⅰ 7 年度予算につい 

ては、 暫定措置を講ずる。 

社会保障 

①国民健康保険については、 地方への権 限移譲を前提に、 都道 

府県負担を導入する。   

公共等その他 

①国の関与の 必要のな い 小規模事業等については、 廃止・縮減 

等を 行 う 。 

②公共投資関係の 補助金の交付金化については、 省庁の枠を越 

えて一本化するなど、 地方の自主性・ 裁量性を格段に 向上さ 

せる。 地域再生の取り 組みにおいても 三位一体の改革に 資す 

るものとなるよ う 留意する。 

③歴史的、 地理的、 社会的事情等の 特殊事情に鑑み、 沖縄等 特 

定地域において 講じられている 補助制度に係る 特例措置にっ 

いては、 その趣旨を踏まえ 必要な措置を 講ずる。 

(3) 国による基準・モニタ 一等チェックの 仕組み 

補助負担金の 廃止・縮減によって 移譲された事務事業について 

は、 地方団体の裁量を 活かしながら、 確実に執行されることを 担 

保する仕組みを 検討する。 
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2. 税源移譲について 

税源移譲は、 別紙 1 のとおり、 平成 1 6 年度に所得譲与税及び 税 

源 移譲予定特例交付金として 措置した額を 含め、 概ね 3 兆円規模を 

目指す。 

この税源移譲は、 所得税から個人住民税への 移譲によって 行うも 

のとし、 個人住民税所得割の 税率をフラット 化することを 基本とし 

て 実施する。 あ わせて、 国 ・地方を通じた 個人所得課税の 抜本的見 

直しを行 う 。 また、 地域間の財政力格差の 拡大について 確実な対応 
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4. 国による関与・ 規制の見直し 
地方からの提言に 係る国による 関与・規制の 見直しについては、 

別紙 3 のとおりとする。 

併せて、 地方公共団体の 事業執行の円滑化、 事務負担の軽減の 観 

点から、 地方公共団体のニーズを 踏まえ、 地方公共団体向け 補助金 

等の執行過程における 適正化等について、 別紙 4 の措置を講ずる。 

5. その他 

上記について、 経済財政諮問会議において、 適切にフォローアッ 

プ ( 追跡調査 ) を行 う 。 
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